
  

平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
１    雇用における男女の均等な機会と待遇の確保等対策の推進

男女雇用機会均等法（以下「均等法」という。）が施行されて20年目に入り、また、改正均等法施行後
６年が経過し、制度上での男女均等取扱いは定着しつつあり、また、ポジティブ・アクションとして女
性の職域拡大や管理職への登用などの取組を行う企業も増加してきている。

雇用情勢は、厳しさが残るものの、改善に広がりがみられるが、なお採用選考過程での女子学生に対す
る差別的な取扱い妊娠・出産を理由とする解雇及び女性を対象とする差別的取扱いに関する相談や個別
紛争の解決援助の申出が寄せられるなど、実質的な男女均等取扱いの問題がみられる。

このため、平成17年度は、女性労働者が性別により差別されることなく安心して働くことができるよう
積極的な行政指導により均等取扱いの徹底を図るとともに、均等取扱いに係る個別紛争の解決援助の的
確な対応を重点として行政運営を行った。また、ポジティブ・アクションについて企業の自主的な取組
の促進を図った。 
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
１    雇用における男女の均等な機会と待遇の確保等対策の推進
(1)    男女雇用機会均等法の履行の確保
1)    均等取扱いのための指導の実施

企業における男女均等取扱いを確保するため、都道府県労働局雇用均等室（以下「雇用均等室」とい
う。）では、事業場を訪問し、雇用管理の実態を把握するとともに、女性に対する差別的な取扱いの事
実が認められる企業に対しては、都道府県労働局長の助言、指導、勧告により是正指導を行っている。

また、コース等で区分した雇用管理制度を導入している企業に対しては、「コース等で区分した雇用管
理についての留意事項」の周知徹底を図るとともに、法違反企業については是正指導を行っている。

【資料１】雇用均等室における制度是正指導（均等法第25条に基づく助言等）
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
１    雇用における男女の均等な機会と待遇の確保等対策の推進
(1)    男女雇用機会均等法の履行の確保
2)    均等取扱いに関する個別紛争解決の援助

近年増加している、妊娠・出産を理由とする解雇等及び女性に対する差別的取扱いに関する女性労働者
と事業主の間の紛争については、都道府県労働局長による助言、指導、勧告及び機会均等調停会議によ
る調停により円滑かつ迅速な解決を図っている。

また、これらの個別紛争解決援助の措置が十分活用されるよう、都道府県労働局や機会均等調停会議の
役割や機能について、女性労働者等に周知を図っている。

【資料２】雇用均等室における個別紛争解決の援助（均等法第13条に基づく援助）
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
１    雇用における男女の均等な機会と待遇の確保等対策の推進
(1)    男女雇用機会均等法の履行の確保
3)    女子学生等の就職に関する均等な機会の確保

採用面接、選考等の採用過程において男女差別的取扱いが依然としてみられることから、女子学生の就
職に関する均等な機会の確保を図るため、企業の採用担当者等を対象に、均等法に沿った男女均等な選
考ルールの徹底を図るとともに、採用実績に男女差が大きい企業に対し、実態を把握し、法違反企業に
対しては指導等を実施している。

また、女子学生、女子生徒等が的確な職業選択を行えるよう、ガイドブック等による情報提供により意
識啓発を図っている。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
１    雇用における男女の均等な機会と待遇の確保等対策の推進
(1)    男女雇用機会均等法の履行の確保
4)    均等法の周知啓発

均等法を一層定着させ、男女の均等取扱い等の確保を図るため、男女雇用機会均等月間（６月）を中心
に、労使を始め関係者に対して、広報啓発活動を実施している。第20回男女雇用機会均等月間において
は、テーマを「私の本気 会社の本気 ポジティブ・アクションに取り組んでいますか？ ～均等法も20歳に
なりました～」と定め、均等法に沿った雇用管理の実現を図るとともに、女性の能力発揮のための積極
的取組（ポジティブ・アクション）を促すための広報啓発活動を展開した。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
１    雇用における男女の均等な機会と待遇の確保等対策の推進
(2)    女性の能力発揮のためのポジティブ・アクションの推進

企業における実質的な男女均等取扱いを確保するため、男女労働者間に事実上生じている格差を解消す
るための企業の積極的取組（ポジティブ・アクション）を促進している。

ポジティブ・アクションの取組を広く普及させていくためには、経営トップが理解し、企業自らが主体
的にポジティブ・アクションに取り組むことが必要であることから、平成13年７月より、経営者団体と
連携し、「女性の活躍推進協議会」を開催している。

さらに、各都道府県労働局においても、「女性の活躍推進協議会」を開催し、平成14年４月に公表され
た「ポジティブ・アクションのための提言」の普及をはじめ、地域におけるポジティブ・アクションの
取組を推進するための活動を行っている。

また、雇用均等室では、企業におけるポジティブ・アクションを推進する責任者である機会均等推進責
任者の選任勧奨を行い、ポジティブ・アクションの重要性、手法等についての情報提供を行っている。

このほか、女性の能力発揮を促進するための積極的取組を推進している企業に対し、その取組を讃える
とともに、これを広く国民に周知し、女性の能力発揮促進を図るため、「均等推進企業表彰」を公募制
により実施している。平成17年度は、「厚生労働大臣最優良賞」として１企業（（株）西京銀行）、
「厚生労働大臣優良賞」として３企業（（株）荘内銀行、ジーイーキャピタルリーシング（株）、ダイ
キン工業（株））の表彰を行い、都道府県労働局においては「労働局長賞」として全国で39企業の表彰
を行った。

また、個々の企業が実情に応じた目標を立てる際に活用できるよう、同業他社と比較したその企業の女
性の活躍状況や取組内容についての診断が受けられるようベンチマーク事業を実施している。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
１    雇用における男女の均等な機会と待遇の確保等対策の推進
(3)    職場におけるセクシュアルハラスメント防止対策の推進

セクシュアルハラスメント防止対策の必要性について、事業主の理解を深め、自主的な取組を促すた
め、パンフレットや自主点検表の作成・配布により、周知啓発を図るとともに、セクシュアルハラスメ
ント防止対策が講じられていない企業や、セクシュアルハラスメントが生じた場合に適切な対応がなさ
れていない企業に対し、指導を行っている。

また、事業主がセクシュアルハラスメント防止対策を効果的に実施できるよう、具体的取組の事例やノ
ウハウを提供している。

さらに、職場におけるセクシュアルハラスメントによって精神的苦痛を受けた女性労働者からの相談に
適切に対応するため、専門知識を有するセクシュアルハラスメントカウンセラーを各雇用均等室に配置
している。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
１    雇用における男女の均等な機会と待遇の確保等対策の推進
(4)    男女間賃金格差解消のための取組

男女間の賃金格差解消に向けて、労使が自主的に取り組むための「男女間の賃金格差解消のための賃金
管理及び雇用管理改善方策に係るガイドライン」（平成15年4月）の周知・啓発に努めているところであ
る。また、男女間賃金格差の現状や男女間賃金格差縮小の進捗状況を継続的にフォローアップするため
に「男女間の賃金格差レポート」を作成した。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
１    雇用における男女の均等な機会と待遇の確保等対策の推進
(5)    母性健康管理対策の推進

均等法に基づいた母性健康管理の措置（健康診査の受診等に必要な時間の確保及び医師等の指導事項を
守るために必要な措置を講じること）及び労働基準法の母性保護規定（産前産後休業、危険有害業務の
就業制限等）について、事業主、女性労働者、医療関係者等に対し周知徹底を図っている。

母性健康管理に関して必要な措置を講じない等均等法違反の企業に対し、行政指導を行うとともに、事
業主が母性健康管理の措置を適切に講ずることができるように、女性労働者に対して出された医師等の
指導事項を的確に事業主に伝えるための「母性健康管理指導事項連絡カード」の利用を促進している。

さらに、企業内の産業医等産業保健スタッフへの研修及び産婦人科の専門医が電話相談を受け付ける母
性健康管理相談事業を行い、企業内の母性健康管理体制の整備を図っている。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
１    雇用における男女の均等な機会と待遇の確保等対策の推進
(6)    今後の男女雇用機会均等対策について

厚生労働省では、平成16年9月から、男女雇用機会均等の更なる推進のための方策について、労働政策審
議会雇用均等分科会において議論を行っていただき、平成17年12月に同審議会から今後の男女雇用機会
均等対策について建議がなされたところである。

建議においては、1)男女双方に対する差別の禁止、間接差別の禁止など性差別禁止の範囲の拡大、2)妊
娠・出産等を理由とする不利益取扱いに対する規制の強化、3)セクシュアルハラスメントに関する事業
主の雇用管理上の義務の強化、4)女性の坑内労働に関する規制の緩和、などが提言されている。

厚生労働省としては、この建議の趣旨に沿い、本年3月7日に「雇用の分野における男女の均等な機会及
び待遇の確保等に関する法律及び労働基準法の一部を改正する法律案」を国会に提出したところであ
る。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
２    職業生活と家庭生活との両立支援対策の推進
(1)    改正育児・介護休業法の円滑な施行を図るための行政指導の実施

男女労働者が仕事と育児・介護を両立させ、生涯を通じて充実した職業生活を送ることができるように
することが大きな課題となっており、特に、少子化が急速に進行する中で、働きながら子どもを育てや
すい雇用環境を整備し、仕事と子育ての両立の負担感を軽減することが重要となっている。

このような中、仕事と家庭との両立支援をより一層推進するため、育児休業及び介護休業の対象労働者
の拡大、育児休業期間の延長、介護休業の取得回数制限の緩和、子の看護休暇制度の創設等を内容とす
る改正育児・介護休業法が平成17年4月に施行されたところである。

改正育児・介護休業法の円滑な施行を図るため、改正内容の周知を図るとともに計画的、効果的な行政
指導を実施している。

また、「育児休業を申し出たが認めてもらえないのでどうしたらよいか」「育児休業取得後復職したら
パートタイム労働者になるように言われた」といった育児休業の申出又は取得を理由とした不利益な取
扱いなど、育児・介護休業法に基づく労働者の権利が侵害されている事案について、労働者からの相談
があった場合は的確に対応し、法違反がある場合その他必要な場合には事業主に対する適切な指導を
行っている。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

平成17年版 働く女性の実情



  

平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
２    職業生活と家庭生活との両立支援対策の推進
(2)    次世代育成支援対策の推進

少子化が急速に進行し、我が国の経済社会に深刻な影響を与えることが懸念されている。こうした少子
化の流れを変えるためには、国や地方公共団体だけではなく、企業等による取組も不可欠なものとなっ
ている。

このため、「次世代育成支援対策推進法」に基づき、平成17年4月1日より、300人を超える労働者を雇
用する事業主に、仕事と子育ての両立を図るために必要な雇用環境の整備等を進めるための行動計画を
策定し、その旨を都道府県労働局に届け出ることが義務づけられた。平成17年12月末時点における行動
計画の届出状況は97.0％となっているが、引き続き、行動計画が適切に策定・実施されるよう事業主に
対し周知・啓発を行っているところである。

また、300人以下の労働者を雇用する事業主に対し、できるだけ多くの行動計画が届け出されるよう周
知・啓発を行っているところである。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
２    職業生活と家庭生活との両立支援対策の推進
(3)    育児や介護をしながら働き続けやすい環境の整備の推進
1)    職業生活と家庭生活との両立の推進に関する周知啓発活動の実施

〇仕事と家庭を考える月間の実施

10月の「仕事と家庭を考える月間」において、仕事と家庭の両立について社会全般の理解を深めるため
に全国的に広報活動等を実施している。第101回仕事と家庭を考える月間においては、中央行事として
「少子化時代の企業の在り方を考えるシンポジウム」を開催し、「企業の挑戦～企業における次世代育
成支援対策の現状と課題～」をテーマに、基調講演やパネルディスカッションを行った。

〇ファミリー・フレンドリー企業の普及促進

企業における「仕事と家庭の両立のしやすさ」を示す両立指標を活用しつつ、仕事と育児・介護とが両
立できる様々な制度を持ち、多様でかつ柔軟な働き方を労働者が選択できるような取組を行うファミ
リー・フレンドリー企業の普及を促進している。

また、インターネットで両立指標の設問に答えると、自社の「仕事と家庭の両立のしやすさ」を点検・
評価することができるファミリー・フレンドリー・サイト(http://www.familyfriendly.jp)を運用し、仕事
と家庭の両立に向けた企業の自主的な取組を促している。

さらに、ファミリー・フレンドリー企業に向けた取組を積極的に行っており、かつその結果があがって
いる企業に対し、「ファミリー・フレンドリー企業表彰」を実施し、その取組を讃え、広く周知するこ
とにより、労働者が仕事と家庭を両立しやすい職場環境の整備を促進している。この表彰制度には厚生
労働大臣優良賞、厚生労働大臣努力賞、都道府県労働局長賞の種類があり、平成17年度は、厚生労働大
臣優良賞として3企業、厚生労働大臣努力賞として1企業、都道府県労働局長賞として39企業が受賞して
おり、表彰を開始した平成11年度から今年度までで、270企業が受賞している。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
２    職業生活と家庭生活との両立支援対策の推進
(3)    育児や介護をしながら働き続けやすい環境の整備の推進
2)    助成金の支給による事業主への支援

指定法人(財)21世紀職業財団において、育児・介護雇用安定等助成金を支給することにより、育児や家族
の介護を行う労働者が働き続けやすい雇用環境の整備を行う事業主を支援している。

○育児・介護雇用安定等助成金

・

事業所内託児施設助成金（事業所内労働者のための託児施設を設置・運営したとき） 
・

育児・介護費用助成金（労働者が育児や介護サービスを利用する際に要した費用の補助を行ったと
き） 
・

育児休業代替要員確保等助成金（育児休業取得者に対し、代替要員を確保し、原職等に復帰させた
とき） 
・

育児両立支援奨励金（小学校就学前の子を養育する労働者に対し、柔軟な働き方ができる制度を設
け、利用させたとき） 
・

男性労働者育児参加促進給付金（男性の育児参加を促進するモデル的な取組を実施したとき） 
・

育児・介護休業者職場復帰プログラム実施奨励金（育児又は介護休業者がスムーズに職場に復帰で
きるようなプログラムを実施したとき） 
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
２    職業生活と家庭生活との両立支援対策の推進
(3)    育児や介護をしながら働き続けやすい環境の整備の推進
3)    フレーフレー・テレフォン事業（相談・情報提供による労働者へ

の支援）

育児・介護等を行う労働者の就業継続や円滑な再就職を支援するため、指定法人（財）21世紀職業財団
において、育児、介護等の各種サービスに関する相談に応じるとともに、地域の具体的情報を電話やイ
ンターネット（フレーフレーネットhttp://www.2020net.jp）により提供している。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
２    職業生活と家庭生活との両立支援対策の推進
(3)    育児や介護をしながら働き続けやすい環境の整備の推進
4)    ファミリー・サポート・センター事業の推進

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員として、児童の預かり等の援助を受
けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う
ファミリー・サポート・センターの設置促進を行っている。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
２    職業生活と家庭生活との両立支援対策の推進
(3)    育児や介護をしながら働き続けやすい環境の整備の推進
5)    緊急サポートネットワーク事業の推進

子どもの突発的な病気、急な出張等による子育て中の労働者の育児等に係る緊急のニーズに対応し、専
門技能を有するスタッフを登録、あっせんすることにより、仕事と子育ての両立を支援する緊急サポー
トネットワーク事業を展開している。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
２    職業生活と家庭生活との両立支援対策の推進
(3)    育児や介護をしながら働き続けやすい環境の整備の推進
6)    保育施策等の充実

全国どこでも保育サービスが利用できる社会、就業形態に対応した保育ニーズが満たされる社会を目指
して、平成16年末に策定した「子ども・子育て応援プラン」に基づき、

・

保育所の受入れ児童数の拡大 
・

放課後児童クラブの推進 
・

延長保育、休日保育、夜間保育、乳幼児健康支援一時預かりなど多様な保育サービスの推進 

専業主婦を含めた地域の子育て支援関係では、

・

つどいの広場事業、地域子育て支援センター事業などの地域における子育て支援の拠点の整備、一
時・特定保育の推進、子育て短期支援事業の推進 

など、保育サービス等の充実に向けた取組を推進し、次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計
画に掲げられた目標の実現を目指している。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
２    職業生活と家庭生活との両立支援対策の推進
(4)    育児・介護等のために退職した者に対する再就職支援の推進

指定法人（財）21世紀職業財団において、育児、介護等の理由によって退職し、将来働けるようになっ
たときに再就職を希望する者に対し、再就職準備セミナーの開催や情報提供、キャリアコンサルティン
グの実施による計画的な支援を行うとともに、再就職準備に関する情報及び育児・介護サービスに関す
る情報を、インターネットで総合的に提供している。(フレーフレーネット http://www.2020net.jp)
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
２    職業生活と家庭生活との両立支援対策の推進
(5)    母子家庭の母等に対する就業援助対策の実施

母子家庭の母等がその適性、能力にあった職業に就くことができるよう、次の就業援助対策を講じてい
る。

・

公共職業安定所における寡婦等職業相談員による職業相談の実施 
・

公共職業安定所長の指示により公共職業訓練又は職場適応訓練を受講する母子家庭の母等で所得が
一定額以下の者に対する訓練手当の支給（平均月額13万8,170円） 
・

母子家庭の母等を公共職業安定所又は適正な運用を期することのできる有料・無料の職業紹介事業
者の紹介により継続して雇用する労働者として雇い入れる事業主に対する特定求職者雇用開発助成
金の支給（雇用者１人につき１年間の賃金の４分の１相当額、ただし中小企業は３分の１） 
・

母子家庭の母等に対し、委託を受けて職場適応訓練を実施する事業主に対する職場適応訓練費の支
給（訓練生１人につき月額２万4,000円） 
・

母子家庭の母等を公共職業安定所の紹介により試行的雇用を行った事業主に対する試行雇用奨励金
の支給（月額５万円、最大３か月分） 
・

母子家庭の母等の就業援助に関する諸制度の周知と雇用促進について社会一般の気運の醸成を図る
ための啓発活動の実施 
・

児童扶養手当受給者の自立・就労を図るための、母子自立支援プログラムの一環として、ハロー
ワークと福祉事務所が連携して、個々の対象者の様態、ニーズ等に応じた就職支援をモデル事業と
して一部地域で実施 
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
２    職業生活と家庭生活との両立支援対策の推進
(6)    両立支援ハローワーク事業の実施

育児・家事・介護等の制約条件を抱えつつ職業に就こうとする者等に対し、職業生活との両立を支援す
ることを目的として、札幌・仙台・千葉・東京・横浜・名古屋・京都・大阪・神戸・広島・福岡・北九
州に「両立支援ハローワーク」を設置している。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
３    パートタイム労働対策の推進
(1)    均衡処遇の考え方の浸透・定着

パートタイム労働者が、我が国の経済社会に欠くことができないものとなる中で、その能力が有効に発
揮できるような就業形態にしていくことが一層重要になっている。このため、「短時間労働者の雇用管
理の改善等に関する法律」（以下「パートタイム労働法」という。）に基づく「事業主が講ずべき短時
間労働者の雇用管理の改善等のための措置に関する指針」（以下「指針」という。）において、パート
タイム労働者の雇用管理において事業主が講ずべき措置が規定されている。この指針においては、パー
トタイム労働者と通常の労働者との均衡を考慮した処遇（均衡処遇）の考え方や、正社員への転換に関
する条件整備など、事業主が講じるべき措置を具体的に示しており、厚生労働省では都道府県労働局雇
用均等室を中心に事業主等に対する説明会などを開催し、均衡処遇の考え方の浸透・定着を図ってい
る。

また、パートタイム労働法では、常時10名以上のパートタイム労働者を雇用する事業主に対し、「短時
間雇用管理者」を選任するよう努めることを要請している。このため、短時間雇用管理者の選任勧奨に
努めるとともに、選任された短時間雇用管理者を対象とした講習会を開催している。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
３    パートタイム労働対策の推進
(2)    (財)21世紀職業財団による援助事業

短時間労働援助センターとして指定された(財)21世紀職業財団及び各地方事務所において、以下の雇用管
理改善等援助事業を行っている。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
３    パートタイム労働対策の推進
(2)    (財)21世紀職業財団による援助事業
1)    短時間労働者雇用管理改善等助成金の支給

○中小企業短時間労働者雇用管理改善等助成金

中小企業事業主が、パートタイム労働者の雇用管理の改善等のための計画を作成し、その計画に基づ
き、その雇用するパートタイム労働者に対して一定の福利厚生制度等（定期健康診断、保険・共済の負
担等）の措置を実施する等、他の事業主の模範となる取組を行う場合、それに要する費用の一部（一定
額）を助成するものである。

○事業主団体短時間労働者雇用管理改善等助成金

中小企業事業主の団体が、構成事業主の雇用するパートタイム労働者のために労働条件の適正化及び雇
用管理の改善に関する情報提供、講習の実施等の活動を行う場合に経費の３分の２（最高限度額1,000万
円）を助成するものである。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
３    パートタイム労働対策の推進
(2)    (財)21世紀職業財団による援助事業
2)    情報提供、相談援助

各地方事務所にパートタイム労働についての専門的知識を有する雇用管理アドバイザーを設置してい
る。雇用管理アドバイザーは、

○パートタイム労働を希望する未就業者等を対象とするガイダンス

○事業主や人事・労務担当者等を対象とする雇用管理改善等セミナー

等を行うことにより、事業主や労働者などに対し、関係法令・制度や、雇用管理の好事例、技術的な事
項等、パートタイム労働者の雇用管理の改善のための必要な情報を提供するとともに、労使等からの電
話や来所などでの個別の相談に応じている。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
３    パートタイム労働対策の推進
(2)    (財)21世紀職業財団による援助事業
3)    均衡処遇推進事業

均衡処遇の推進に意欲のある事業所に対して、人事労務管理の専門家である「均衡処遇実務コンサルタ
ント」を派遣し具体的な助言を行うとともに、取組事業所の属している事業主団体において使用者会議
を開催し、好事例の紹介や情報交換等を行っている。

さらに、パートタイム労働法や指針の内容に沿った雇用管理を行っているかどうかを事業主自らが自主
的に点検することで、事業主による自主的な雇用管理の改善を促す事業を行っている。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
３    パートタイム労働対策の推進
(3)    パートタイム労働者の雇用の安定
1)    パートバンク・パートサテライトの設置・運営、需給調整機能の

充実

パートタイム労働者の増加に対応するため、パートタイム雇用の需要の高い大都市に、パートタイム労
働者の職業紹介を専門に取扱う「パートバンク」（86ヶ所。平成17年末。）、中規模都市に「パートサ
テライト」（80ヶ所。平成17年末。）を設置・運営し、パートタイム労働力の需給調整機能の充実を
図っている。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
３    パートタイム労働対策の推進
(3)    パートタイム労働者の雇用の安定
2)    雇用労務相談の実施

パートバンクに、雇用・労働問題に精通した専門の相談員を配置し、従業員の職場定着、労働条件、福
利厚生、職場の人間関係等の雇用管理に関する相談に幅広く対応している。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
３    パートタイム労働対策の推進
(4)    パートタイム労働者の能力開発の推進等

パートタイム等短時間就労を希望する者を含めた多様な求職者の訓練ニーズに対応するため、施設内訓
練に加え、民間教育訓練機関等を活用した多様な職業訓練を実施している。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
３    パートタイム労働対策の推進
(5)    パートタイム労働者の中小企業退職金共済制度への加入促進

パートタイム労働者の中小企業退職金共済制度への加入を促進するため、5,000円～30,000円とされてい
る掛金について、パートタイム労働者に関し2,000円～4,000円の特例掛金を設けている。

また、新たに制度に加入する事業主に対して掛金の１／２を１年間助成しており、特例掛金を選択する
パートタイム労働者に対しては、さらに300円～500円の上乗せ助成を行っている。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
４    在宅就業対策の推進

情報通信技術の発展とパソコン等情報通信機器の普及により、これらを活用して自宅等で自営的に働く
在宅就業が増加している。

時間と場所の制約を受けない働き方である在宅就業は、仕事と家庭の両立をはじめ、通勤負担の軽減、
ゆとりの創出等より柔軟かつ多様な働き方の実現のための手段として、社会的な期待や関心も大きく
なっている。

その一方で、契約条件をめぐるトラブルや契約の一方的な打ち切り、安定的な仕事の確保が難しい等の
問題点も指摘されているため、厚生労働省では、在宅就業の就業環境の整備を図る観点から、次の施策
を推進している。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
４    在宅就業対策の推進
(1)    「在宅ワークの適正な実施のためのガイドライン」の周知・啓発

在宅就業者のうち、データ入力、文章入力等他の者が代わって行うことが容易な、比較的単純・定型的
な仕事（在宅ワーク）に従事する者は、事業者性が弱く従属性の強い場合が多いことから、契約締結の
際に守るべき最低限のルールを定めたガイドラインを策定（平成12年6月）し、その周知・啓発を図って
いる。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
４    在宅就業対策の推進
(2)    在宅ワーク支援事業の実施

在宅ワーカーに対して、インターネット上で能力診断や能力開発ができるサイトを運用するとともに、
各種の情報提供、相談への対応、セミナーの開催などの支援事業を実施している。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
４    在宅就業対策の推進
(3)    在宅就業に係る市場の整備

在宅就業者が自分に適した仕事を見つけることを支援するため、在宅就業者の仕事の確保や発注者から
の円滑な受注等に重要な役割を果たしている仲介機関等に関する情報を提供するシステムを実証運用す
るとともに、在宅就業に関する契約・トラブル事例の収集やその対策の検討などを行っているところで
ある。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
５    家内労働対策の推進

家内労働法では、主として労働の対償を得るために、物品の製造、加工、販売業者又はこれらの請負業
者から原材料等の提供を受け、物品の製造、加工等に従事する者であって、他人を使用しないことを常
態とする者を「家内労働者」と定義し、その労働条件の向上を図るために必要な事項を定めている。こ
れを受けて厚生労働省では次の施策を推進している。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
５    家内労働対策の推進
(1)    家内労働手帳の交付の徹底

家内労働者の労働条件を確保し、当事者間の無用の紛争を防止するためには、委託条件を文書で明示す
ることが重要であることから、委託者に対し家内労働者に仕事を委託するに当たっては、委託業務の内
容、数量、工賃単価、納期などを記入した家内労働手帳を交付するよう指導を行っている。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
５    家内労働対策の推進
(2)    工賃支払いの確保

工賃は、原則として、通貨でその全額を、家内労働者から物品を受領した日から１ヶ月以内に支払わな
ければならないと定められていることから、委託者に対して工賃支払いの確保を図るための指導を行っ
ている。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
５    家内労働対策の推進
(3)    最低工賃の決定及び周知

工賃の低廉な家内労働者の労働条件の改善を図るため、一定の地域及び物品の製造・加工等の工程ごと
に最低工賃が決定されている（平成18年2月末現在の決定件数147件）。「第8次最低工賃新設・改正計
画」（平成16年度～平成18年度）に基づき計画的に新設・改正を行うとともに、決定された最低工賃の
周知を図っている。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
５    家内労働対策の推進
(4)    安全及び衛生の確保

危険有害業務に従事する家内労働者の安全及び衛生の確保のために、法遵守事項の周知を図るととも
に、監督指導を行っている。

また、職業性疾病の早期発見のための特殊健康診断の実施や、労災保険の特別加入制度の普及を図って
いる。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
５    家内労働対策の推進
(5)    いわゆる「インチキ内職」の被害防止

高収入が得られるとして、高額の講習受講料や機械の購入代金を支払わされた上、仕事がもらえず予定
していた収入が得られないといったいわゆる「インチキ内職」について、家内労働法上の問題がある場
合には指導を行うとともに、内職希望者が誇大広告に惑わされないよう広報を行い、注意喚起を図って
いる。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

平成17年版 働く女性の実情



  

平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
６    女性の能力発揮促進のための援助
(1)    「女性と仕事の未来館」を通じた女性の能力発揮支援事業の展開

女性が職場や社会において、その能力を十分発揮していくためには、働く上で男性に比べて困難な状況
に直面することが少なくない女性の能力発揮を支援することが重要である。

このため、「女性と仕事の未来館」において、女性の能力発揮のためのセミナーや相談、女性起業家支
援、女子学生・生徒の適切な職業選択のための情報その他働く女性に関する情報の提供等を行い、女性
が働くことを積極的に支援するための事業を総合的に展開している。（未来館ホームページ
http://www.miraikan.go.jp/）
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
６    女性の能力発揮促進のための援助
(2)    女性の能力開発等の支援

在職中の労働者に対して、多様なニーズに即した職業訓練を公共職業能力開発施設において実施してい
るほか、企業内における労働者の効果的なキャリア形成の促進を目的として、雇用する労働者に対し
て、一定の要件の下で、目標が明確にされた職業訓練の実施、職業能力開発休暇の付与、長期教育訓練
休暇制度の導入、職業能力評価の実施又はキャリア・コンサルティングの機会の確保を行う事業主に対
し、賃金及び費用の一部をキャリア形成促進助成金として助成している。

また、労働者が自発的に能力開発に取り組むことを支援するため、一定の要件を満たす労働者が自ら費
用を負担して厚生労働大臣の指定する教育訓練を修了した場合に、その教育訓練に要した費用の４割に
相当する額（20万円を上限）を教育訓練給付金として支給している。

さらに、解雇等により離職を余儀なくされた者等の円滑な再就職を促進するためには、職業能力の開
発・向上対策を効果的に実施していく必要がある。このため、雇用失業情勢の変化に即応するととも
に、産業構造の変化等に的確に対応した機動的かつ効果的な職業訓練を民間教育訓練機関の活用も含め
実施することなどにより、再就職を積極的に支援している。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
７    国際協力の推進

女性の地位の向上、男女平等の実現は国際的問題であり、国際社会における我が国の果たすべき役割、
我が国への期待も一層増大していることから、国際協力を積極的に推進している。

なお、平成17年２月から３月にかけて、第49回国連婦人の地位委員会がニューヨークの国連本部におい
て開催され、厚生労働省を含む24名の政府代表団が参加した。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
８    平成18年度に予定している新たな対策
(1)    子育て世代の仕事と家庭の両立支援
1)    仕事と家庭の両立支援に取り組む事業主への支援の充実

中小企業において仕事と子育ての両立をしやすくするため、育児休業取得者や短時間勤務制度の適用者
が初めて出た中小企業事業主に対し5年間に限り特別に手厚い助成を行うとともに、育児・介護休業中の
従業員の職業能力開発の取組等を行う事業主への助成措置の拡充を図る予定である。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
８    平成18年度に予定している新たな対策
(1)    子育て世代の仕事と家庭の両立支援
2)    子育てする女性に対する再就職・再就業支援の充実

出産・育児で離職した女性が再就職に向けた計画的な取組を行えるよう相談援助を充実するとともに、
マザーズハローワークを新設し、総合的な再就職支援を行う予定である。

また、女性の起業支援として総合的情報提供を行う専用サイトやメンター (先輩の助言者）紹介サービス
事業を実施するとともに、子育てする女性の起業に着目した助成制度を創設する予定である。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅲ    働く女性に関する対策の概況(平成17年４月～平成18年３月)
８    平成18年度に予定している新たな対策
(2)    パートタイム労働対策の充実

短時間労働者雇用管理改善等助成金を、パートタイム労働者の均衡処遇の推進に重点を置く内容に見直
す予定である。
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